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論文要旨 

 

論文題目 中学校の最適な施設配置と現状の学区割 

～千葉市花見川区の場合～ 

 

 本研究では, 千葉市花見川区における既存の中学校 10 校について, 生徒の平均通学距

離を最も短縮する可能である施設配置点について考える.  

公的施設を対象とする最適施設配置に関する研究は既にあるが, 対象施設が学校の場

合は通学区域が存在することが特徴として挙げられる. すなわち, 一般的な施設配置問

題とは異なり, 利用者は最短距離にある施設を利用するとは限らない.  

そこで, 本研究では通学区域を考慮したうえで, 平均通学距離が最も短縮される施設

配置点, 及び学区割を求める. また, 10 校すべてを再配置することは現実では難しいの

で, 再配置可能校数と最適解の関係についても実験を行う.  

最適解から得られる施設配置点, 及び学区割により, 現状と比較して 1 校のみを再配置

することで平均通学距離を約 3km 短縮可能であるという結果が得られた.  
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第１章 序論 

1.1 研究背景と目的 

現在, 千葉市では学校の小規模校化や大規模校化によって生じる教育上・学校運営上の諸

問題を解消するとともに, 公平な教育環境を整え教育の質の向上を図るため, 学校適正配

置事業を推進している. 平成１９年度以降は「千葉市学校適正配置実施方針」を策定し, こ

の方針に基づき千葉市全体では３校, そのうちの１校の中学校が花見川区に新設されてい

る[1].  

学校教育に期待されていることとして, (1)主体的・対話的で深い学び, (2)社会性育成機能

が挙げられる. 昨今, 少子化の進展が謳われており, 千葉市における中学校の生徒数も平成

25 年度から減少傾向にある[2]. 学校教育に期待されているような健全な学級運営を行うた

めには, 小規模化や大規模化を防ぎ, 教員と生徒数のバランスを保つことが必要である.  

また, 行政施設を対象とする施設配置問題の先行研究として挙げられる, 大山らの郵便

局の置局配置に関する調査研究[3]では, 利用者は最短距離にある施設を利用することが前

提であった. それに対して, 公立学校には通学区域（以下, 学区割とする）が存在する.  通

学区域とはある中学校に通学可能とする生徒の居住地を限定したときの区域のことを指す. 

すなわち, 利用者は自身にとって最短距離にある施設を利用するとは限らないということ

である.  一般的に学区割は (1)通学距離, (2)将来推計人口, (3)通学路の安全性の三点を考

慮したうえで定められているが, 本論文では主に(1)を考慮し, 第 5 章のみ(2)を加味して, 

最適な学区割も求める.   

これらの点を踏まえて, 本研究では健全な学級運営を行うことを前提とし, 生徒一人あ

たりの通学距離を最小にするような施設配置点, 及び学区割を求めることを目的とする.   

1.2 本論文の構成 

本論文は全 9 章で構成されている.  

 第 2 章では, 関連知識について述べる.  

 第 3 章では, 前提条件, 及び使用データについて述べる.  

 第 4 章では, 現在の学区割, 及び施設配置点を考慮せずに施設配置問題として定式化し, 

実験を行う.   

 第 5 章では, 将来推計人口を考慮したうえで定式化し, 実験を行う.   

 第 6 章では, 現在の学区割を固定したうえで定式化し, 実験を行う.  

 第 7 章では, 現在の施設配置点を固定したうえで定式化し, 実験を行う.   

第 8 章では, 移動可能とする施設数の変化と, それに伴う通学距離の変化に着目して実験

を行う.  

 第 9 章では,  本論文の結論を述べる.  
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第 2 章 関連知識 

2.1 割当問題 

割当問題とは, 集合 A の要素を集合 B の要素のどれに割り当てるかを決定する問題であ

り, マス目を埋める問題に置き換えて考えることが可能である. 例えば、表 1 のように、四

つの施設に対して八つの地域が存在する問題の場合、すべての地域をカバーする場合は表 2

のような解答例がある.  

 

表 1. 割当問題の問題例 

 
 

表 2. 割当問題の解答例１ 

 
 

また, 少なくとも一つの地域に対して利用できる施設が二つ存在しなければならない場

合は表 3 のような解答例がある.  

 

表 3：割当問題の解答例２ 
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このようにマス目の埋め方のルールを制約条件として与えることにより, さまざまな問

題に対応する定式化を行うことができ, 割当問題の応用例として次のような問題が挙げら

れる. 人員配置問題, シフトスケジューリング問題, 配車計画問題, 訪問スケジューリング

問題, マーケットテリトリー問題, そして本研究の題材としている施設配置問題も応用例

の一つとして挙げられている.  

 

2.2 施設配置問題 

施設配置問題とは, 施設配置可能地点, 需要をもつ顧客の集合が与えられて, ある基準を

満たす施設の配置場所を決定する問題の総称であり, 工場立地問題と呼ばれることもある．

この問題の施設の対象として，工場, 倉庫, 配送センター，学校，郵便ポスト，消防署や病

院等の緊急施設, 廃棄物処理施設の立地にいたるまで, 種々の施設の立地タイプのキー配

置の決定や工場内の機械の配置がある． 

また，施設配置問題の種類として, 集合被覆問題, 最大被覆問題, 単純施設配置問題, セ

ンター問題, メディアン問題などが挙げられる. 

 

2.2.1 集合被覆問題 

 集合被覆問題（Set Covering Location Problem; SCLP）とは, 集合Uのその部分集合𝑆𝑗に

対して, コスト𝑐𝑗が与えられているときに, すべての𝑈の要素をカバーする部分集合𝑆𝑗の組

み合わせのうち, コストの総和が最小となるものを求める問題である.応用例としては, 乗

務員スケジューリング問題が挙げられる. 

また集合被覆問題では, 𝑈の各要素を重複してカバーすることを許しているが, 重複を許

さない場合は集合分割問題と呼ばれる.この応用例としては, 携帯電話の受送信センターの

配置問題などが挙げられる. 

  

2.2.2 最大被覆問題 

最大被覆問題（Maximal Covering Location Problem; MCLP）とは, 特定のコストでカバー

できる領域を最大化するような施設配置点を求める問題である.すなわち, 需要点が所望す

る距離内で最大需要をもたらす最適施設配置を行う問題である．施設の例としては, ピザ宅

配の店舗立地や, 新聞配達の店舗立地が挙げられる.  

 

2.2.3 単純施設配置問題 

 単純施設配置問題とは, 容量制約のない施設配置問題のことを指し, 顧客と施設の間に
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１単位の需要が移動するときにかかる輸送コストと, 施設を配置するときに発生する固定

コストが与えられているとき, すべての顧客の需要を満たす条件の中で, 輸送コストと固

定コストの総和を最小にするような施設配置点を選択する問題のことである.容量なし施設

配置問題（Uncapacitated Facility Location Problem; UFLP）と呼ばれることもある. 

 

2.2.4 メディアン問題 

 メディアン問題とは,  各顧客にとって最も近い施設への重み付き移動距離の総和を最小

にするような施設配置点を配置対象の点の中から選択する問題のことを指す.また,  施設

数があらかじめ定められている場合,  その施設数を p とし,  p-メディアン問題と呼ばれる. 

 

2.2.5 センター問題 

 センター問題とは,  各顧客にとって最も近い施設への移動距離の最大値を最小にするよ

うな施設配置点を配置対象の点の中から選択する問題のことを指す.2.2.4 で述べたメディ

アン問題の場合,  総和の最小化を目的とするため,  解の中に需要点と施設点の間が極端

に離れている組み合わせが含まれている可能性があるが,  センター問題の場合は移動距離

が極端に大きい組み合わせを作らないように配置をすることが可能になる.そのため,  消

防署などの緊急施設を配置する際に用いられる.また,  メディアン問題と同様に,  センタ

ー問題の中でも,  施設数があらかじめ定められている場合,  その施設数を p とし,  p-セ

ンター問題と呼ばれる. 

 

本研究では,  先行研究である大山らによる郵便局の置局配置に関する調査研究[3]と同

様に,  p-メディアン問題として扱う.  
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第３章 使用データと前提条件 

3.1 地域メッシュ統計 

 対象地域は千葉市花見川区とし, 人口データについては総務省統計局に定められている

地域メッシュ統計[4]を使用する.  

地域メッシュ統計とは, 緯度経度に基づき地域を隙間なく正方メッシュの区域に分けて, 

それぞれのメッシュに関する統計データを編成したものである. メッシュのサイズは, 一

辺の長さが約 80km の第１次地域区画, 約 10km の第２次地域区画, 約 1km の第３次地域

区画, 約 500m の２分の１地域メッシュ, 約 250m の４分の１地域メッシュ, 約 125m の 8

分の１地域メッシュの６種類がある. 都市総合計画の策定や, 防災計画の策定, 出店計画の

策定などの行政施策の企画・立案の基礎資料として用いられている.  

 

3.2 通学距離 

通学距離d𝑖𝑗, すなわちメッシュ𝑖 に居住する生徒がメッシュ𝑗 に配置されている中学校に

通学する場合の距離は, 次のように計算する. 

d𝑖𝑗 = √(x𝑖 − x𝑗)2 + (y𝑖 − y𝑗)2  𝑖 ∈ 𝐼，𝑗 ∈ 𝐽 

ただし，( x𝑖  ,  y𝑖  )  , ( x𝑗 , y𝑗  ) は各メッシュ𝑖, 𝑗 の中心の座標である.  

例えば図 1 の場合, メッシュ 1 と 2 の距離は 

d12 = √(x1 − x2)2 + (y1 − y2)2 = 1803(m) と求められる.  

 

図１. 通学距離計算の例 
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また, 同一メッシュ内に施設が配置されている場合の通学距離については次の数値計算

に従って定める． 

∫ ∫ √𝑥2 + 𝑦2
1

0

𝑑𝑥𝑑𝑦 ≒ 0.7652
1

0

 

より, 500m メッシュの場合の同一メッシュ内の通学距離は 382.6m とする.  

 

3.3 生徒数データ 

本研究では各メッシュ内の人口データを必要とするため,  地域メッシュ統計の中でも国

土交通省国土政策局国土情報課が公表している 500m メッシュ別将来推計人口[5]を使用す

る. 

これは平成 27 年の国勢調査に基づいて,  2020 年から 2050 年までの人口データを 5 年

おきに男女別・年齢別（5 歳階級）に推計を行ったデータである. このデータの中でも,  今

回は中学生の年齢に相当する 10～14 歳の人口データを用いる. また,  各メッシュには地

域を識別するための地域メッシュコードに基づき千葉市花見川区に該当するメッシュのみ

を使用する.   

 

3.4 校数・教員数データ 

中学校数及び, 教員数データは千葉市立の中学校一覧[6]と対象地域内の各中学校のホー

ムページから取得する. 

 

3.5 実験環境 

本研究での計算実験の環境は表 1 のとおりである. 

 

表 4. 実験環境について 

CPU Intel® Core™ i5-7260 2.21GHz 

OS Microsoft Windows10 Home 

Memory 16.0GB 

Solver SCIP version5.0.1 
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第４章 基礎モデル 

本章では, 第 3 章で述べた前提条件をもとに定式化, 及び数値実験を行う.基礎モデルは

再配置可能な校数, 学区割のそれぞれに関する制約は与えず, 対象地域内に現存する 10 校

すべての施設を再配置可能であると仮定して最適な施設配置点, 及び学区割を求めるもの

とする.また, 生徒数データは 3.1 の生徒数データのうち, 2020 年度のもののみを使用する. 

また, 第５章以降の数値実験では, 本章で行った定式化をもとに, 制約条件に変更を加え

て数値実験を行っていく. 

4.1 定数・変数の定義 

定数の定義は以下のとおりである. 

 𝑖 

𝐼 

𝑗 

𝐽 

d𝑖𝑗 

: 

: 

: 

: 

: 

生徒の居住対象メッシュ 

生徒の居住対象メッシュの集合 

施設の配置対象メッシュ 

施設の配置対象メッシュの集合 

メッシュ i とメッシュ j との距離 

 p𝑖 

q 

a 

b 

 

: 

: 

: 

: 

 

メッシュ i に居住する生徒数 

配置対象メッシュの教員数の総和 

対象地域中学校数 

教員 1 人が受け持つ生徒数 

b =
∑ p𝑖𝑖∈𝐼

q
   

変数の定義は以下のとおりである. 

 𝑤 : 総通学距離 

 𝑥𝑖𝑗 : メッシュ i からメッシュ j に配置された中学校を利用する生徒数 

  

𝑧𝑗 

 

= {
 1 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置する,

  0 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置しない
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4.2 定式化 

目的関数   

𝑤 = ∑ ∑ d𝑖𝑗

𝑗∈𝐽𝑖∈𝐼

𝑥𝑖𝑗  →  min , 

 
(1)通学距離の総和の最小化，生徒一人あたりの通学距

離の最小化を表す． 

 

制約条件 

 
 

∑ 𝑧𝑗 = a 

𝑗∈𝐽

, 

 (2)総施設数条件 

配置される施設の総数が現在の施設数と同数になるこ

とを表す. 

∑ 𝑥𝑖𝑗 ≤ b

𝑖∈𝐼

  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 

 (3)施設容量条件 

教師の総数により，各中学校には受け持つ生徒数の上

限があるため，生徒数に上限をける． 

∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑗∈𝐽

≥ p𝑖 ∀𝑖 ∈ 𝐼 , 

 (4) 施設利用条件 

すべての生徒にとって利用できる施設があることを表

す． 

𝑥𝑖𝑗 ≥ 0    ∀𝑖 ∈ 𝐼 ,  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 
 

(5)生徒数の非負制約 

𝑧𝑗 ∈ { 0 ,  1 }  ∀𝑗 ∈ 𝐽 . 
 

(6)決定変数の 0-1 制約 
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4.3 実験結果 

数値実験の結果は表 5 のようになり,  現状と比較して平均通学距離を約 3km と大幅に短

縮することができた.  つまり,  千葉市花見川区の中学校は施設配置点の移動,  及び学区

割の変更により,  最大で平均通学距離を約 3km 短縮できる可能性をもっている.   

本章で行った実験は生徒数データのうち,  2020 年度のみを使用した結果である.  すな

わち将来的な人口の推移などを考慮していない結果といえる.  そこで次章では,  2050 年

までの将来推計人口データを用いて,  より現実的な施設配置について考える.   

 

表 5. 現状と基礎モデルの比較 

 
 

  

現状 実験結果

1人あたりの

平均通学距離（m）
3705.68 649.20

1人あたりの

平均片道通学時間（分）
50.01 8.76

施設配置図

...配置メッシュ
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第５章 将来推計人口を考慮した場合 

第４章では, 現在の生徒数のみを考慮して検証を行った. しかし, 公立小学校・中学校の

適正規模・適正配置等に関する手引[7]によると, 適正配置の検討の際の観点の一つとして, 

1 学級あたりの児童生徒数や学校全体の児童生徒数の将来推計が挙げられている.  

そこで本章では, 3. 2 の生徒数データのうち, 2020 年から 2050 年までの推計人口データ

を用いて, 数値実験を行う.  

 

5.1 変数・定数の定義 

定数の定義は以下のとおりである.  

 𝑖 

𝐼 

𝑗 

𝐽 

𝑘 

𝐾 

d𝑖𝑗 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

生徒の居住対象メッシュ 

生徒の居住対象メッシュの集合 

施設の配置対象メッシュ 

施設の配置対象メッシュの集合 

対象年度 

対象年度の集合 

メッシュ i とメッシュ j との距離 

 p𝑖𝑘 

q 

a 

b 

 

: 

: 

: 

: 

 

k 年度にメッシュ i に居住する生徒数 

配置対象メッシュの教員数の総和 

対象地域中学校数 

教員 1 人が受け持つ生徒数 

b =
∑ p𝑖𝑖∈𝐼

q
   

変数の定義は以下のとおりである.   

 𝑤 : 総通学距離 

 𝑥𝑖𝑗𝑘 : k 年度にメッシュ i からメッシュ j に配置された中学校を利用する生徒数 

  

𝑧𝑗 

 

= {
 1 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置する,

  0 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置しない
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5.3 定式化 

目的関数   

𝑤 = ∑ ∑ ∑ 𝑑𝑖𝑗𝑥𝑖𝑗𝑘

𝑘∈𝐾

 →  min 

𝑗∈𝐽𝑖∈𝐼

, 

 
(7) 通学距離の総和の最小化，生徒一人あた

りの通学距離の最小化を表す． 

制約条件   

∑ 𝑧𝑗 = a

𝑗∈𝐽

 

 (8)総施設数条件 

配置される施設の総数が現在の施設数と同

数になることを表す 

∑ 𝑥𝑖𝑗𝑘 ≤ b

𝑖∈𝐼

  ∀𝑗 ∈ 𝐽 

 (9)施設容量条件 

教師の総数により，各中学校には受け持つ生

徒数の上限があるため，生徒数に上限をけ

る． 

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗𝑘

𝑗∈𝐽𝑘∈𝐾

≥ 𝑝𝑖𝑘 ∀𝑖 ∈ 𝐼 

 (10)施設利用条件 

すべての生徒にとって利用できる施設があ

ることを表す． 

𝑥𝑖𝑗𝑘 ≥ 0   ∀𝑖 ∈ 𝐼 ,  ∀𝑗 ∈ 𝐽 ,  ∀𝑘 ∈ 𝐾 
 

(11)生徒数の非負制約 

𝑧𝑗 ∈ { 0 ,  1 }  ∀𝑗 ∈ 𝐽 
 

(12)決定変数の 0-1 制約 
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5.3 実験結果 

数値実験の結果は表 6 のようになり,  第 4 章での数値実験の結果に比較して,  平均通学

距離は長くなったものの,  2020 年から 2050 年までのいずれの年も平均通学距離が 700m

弱となる最適解が求められた.  

また,  現在と最適解での施設配置点を比較すると,  10 校すべてを再配置する必要があ

ること,  そのうちの 8 校は辺または頂点を共有している比較的距離の近いメッシュに再配

置されることが分かる. 千葉市ホームページの新設校の開設[2]によると,  花見川区では過

去 10 年間で 1 校が統合により新設されているのみであり,  実験結果である 10 校の再配置

を行うことは現実から乖離しているといえる.  

そこで第６章以降は学区割や,  再配置可能校数についての制約を与えることにより,  

より現実に近づけた数値実験を行っていく.  

 

表 6. 現状と将来推計人口を考慮した場合の最適値と施設配置点の比較 

 

  

…現在の施設配置点

…最適解での施設配置点

2020年 658.35 8.88

2025年 645.52 8.71

2030年 675.81 9.12

2035年 679.12 9.16

2040年 679.42 9.17

2045年 673.89 9.09

2050年 677.91 9.15

年度 平均通学距離(m) 平均通学時間(分) 施設配置図
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第６章 学区割を固定して再配置を行う場合 

本章と次章では学区と再配置可能校数を制約に与え, 数値実験を行う.本章では学区が定

められた状態, すなわち現状と同じ学区分けでの施設配置について, 次章では施設配置点

が固定された状態で学区割がどのように変更されるか実験を行う. 

したがって 4.2 での制約条件に加えて, 各学区内に１つの中学校が配置されることが制約

として与えられる. 

 

6.1 定数・変数の定義 

定数の定義は以下のとおりである. 

 𝑖 

𝐼 

𝑗 

𝐽 

𝑙 

𝐿 

𝑚 

𝑀𝑙 

d𝑖𝑗 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

生徒の居住対象メッシュ 

生徒の居住対象メッシュの集合 

施設の配置対象メッシュ 

施設の配置対象メッシュの集合 

学区番号 

学区番号の集合 

学区 l に含まれるメッシュの集合 

学区 l に含まれるメッシュの集合 

メッシュ i とメッシュ j との距離 

 p𝑖 

q 

a 

b 

 

: 

: 

: 

: 

 

メッシュ i に居住する生徒数 

配置対象メッシュの教員数の総和 

対象地域中学校数 

教員 1 人が受け持つ生徒数 

b =
∑ p𝑖𝑖∈𝐼

q
  

変数の定義は以下のとおりである.  

𝑤 : 総通学距離 

𝑥𝑖𝑗 : メッシュ i からメッシュ j に配置された中学校を利用する生徒数 

 

𝑧𝑗 

 

= {
 1 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置する,

  0 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置しない
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6.2 定式化 

目的関数   

𝑤 = ∑ ∑ d𝑖𝑗

𝑗∈𝐽𝑖∈𝐼

𝑥𝑖𝑗  →  min , 

 
(13) 通学距離の総和の最小化，生徒一人あたりの通学

距離の最小化を表す． 

制約条件   

∑ 𝑧𝑚

𝑚∈𝑀𝑙

= 1 ∀𝑙 ∈ 𝐿 , 
 

(14)学区条件：1 学区につき，一つ施設を配置する. 

∑ 𝑧𝑗 = a 

𝑗∈𝐽

, 

 (15)総施設数条件 

配置される施設の総数が現在の施設数と同数になるこ

とを表す. 

∑ 𝑥𝑖𝑗 ≤ b

𝑖∈𝐼

  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 

 (16)施設容量条件 

教師の総数により，各中学校には受け持つ生徒数の上

限があるため，生徒数に上限をける． 

∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑗∈𝐽

≥ p𝑖 ∀𝑖 ∈ 𝐼 , 

 (17) 施設利用条件 

すべての生徒にとって利用できる施設があることを表

す． 

𝑥𝑖𝑗 ≥ 0    ∀𝑖 ∈ 𝐼 ,  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 
 

(18)生徒数の非負制約 

𝑧𝑗 ∈ { 0 ,  1 }  ∀𝑗 ∈ 𝐽 . 
 

(19)決定変数の 0-1 制約 
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6.3 実験結果 

実験結果は表 7 のようになり, 再配置可能校数の制約を与えていないにも関わらず, 平均

通学距離が約 40m しか短縮できないことが明らかになった.また, 10 校のうち 8 校の施設配

置点が移動されているが, 平均通学距離が現状から大きく変わらないということから, 学

区割を維持したままで, 施設配置点を変更するだけでは通学時間の短縮には繋がらないと

いえる. 

次章では施設配置点を現状のままで, 学区割を変更することによって, 平均通学距離に

どのような変化をもたらすのか実験を行う. 

 

表 7. 現状と学区割を固定した場合の比較 

  

  

現状 実験結果

1人あたりの

平均通学距離（m）
3705.68 3667.76

1人あたりの

平均片道通学時間（分）
50.01 49.50

施設配置図

...配置メッシュ
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第７章 施設配置点を固定して学区割を変更する場合 

前章に続いて学区割と施設配置点の関係について実験を行う.本章では現状と同じ施設配

置点, すなわち施設が現状あるメッシュに固定された状態での学区割を考える.したがって,  

特定のメッシュに既に中学校が配置されることが制約として与えられる. 

 

7.1  定数・変数の定義 

定数の定義は以下のとおりである. 

 𝑖 

𝐼 

𝑗 

𝐽 

𝑛 

𝑁 

d𝑖𝑗 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

生徒の居住対象メッシュ 

生徒の居住対象メッシュの集合 

施設の配置対象メッシュ 

施設の配置対象メッシュの集合 

現在, 施設が配置されているメッシュ 

現在, 施設が配置されているメッシュの集合 

メッシュ i とメッシュ j との距離 

 p𝑖 

q 

a 

b 

 

: 

: 

: 

: 

メッシュ i に居住する生徒数 

配置対象メッシュの教員数の総和 

対象地域中学校数 

教員 1 人が受け持つ生徒数 

b = ∑ p𝑖𝑖∈𝐼 /q   

 

変数の定義は以下のとおりである.  

𝑤 : 総通学距離 

𝑥𝑖𝑗 : メッシュ i からメッシュ j に配置された中学校を利用する生徒数 

 

𝑧𝑗 

 

= {
 1 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置する,

  0 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置しない
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7.2 定式化 

目的関数   

𝑤 = ∑ ∑ d𝑖𝑗

𝑗∈𝐽𝑖∈𝐼

𝑥𝑖𝑗  →  min , 

 
(20) 通学距離の総和の最小化，生徒一人あたりの通学

距離の最小化を表す． 

制約条件   

z𝑛 = 1 ∀𝑛 ∈ 𝑁 , 
 (21)施設固定条件：特定のメッシュに既に施設が配置

されている. 

∑ 𝑧𝑗 = a 

𝑗∈𝐽

, 

 (22)総施設数条件 

配置される施設の総数が現在の施設数と同数になるこ

とを表す. 

∑ 𝑥𝑖𝑗 ≤ b

𝑖∈𝐼

  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 

 (23)施設容量条件 

教師の総数により，各中学校には受け持つ生徒数の上

限があるため，生徒数に上限をける． 

∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑗∈𝐽

≥ p𝑖 ∀𝑖 ∈ 𝐼 , 

 (24) 施設利用条件 

すべての生徒にとって利用できる施設があることを表

す． 

𝑥𝑖𝑗 ≥ 0    ∀𝑖 ∈ 𝐼 ,  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 
 

(25)生徒数の非負制約 

𝑧𝑗 ∈ { 0 ,  1 }  ∀𝑗 ∈ 𝐽 . 
 

(26)決定変数の 0-1 制約 
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7.3 実験結果 

実験結果は表 8 のようになり,  施設配置点を現状と同じにした場合,  学区分けを変更す

るのみでは平均通学距離は約 20m しか短縮できないことが明らかになった.この結果から

施設配置点を維持したままで,  学区割を変更するだけでは通学時間の短縮には繋がらない

といえる. 

前章と本章より,  学区割と施設配置点のどちらか一方を固定したままでは平均通学距離

を短縮することは難しいことが明らかになったので,  次章では再配置可能な校数と平均通

学距離の短縮についての関係について検証していく. 

 

表 8. 現状と施設配置点を固定した場合の比較 

 

現状 実験結果

1人あたりの

平均通学距離（m）
3705.68 3688.04

1人あたりの

平均片道通学時間（分）
50.01 49.77

施設配置図

...配置メッシュ
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第８章 配置可能校数を制限する場合 

これまでの結果を表◇にまとめて, 比較する.  

第 6 章,  第 7 章より,  現在定められている学区に従って中学校の再配置を行う場合と, 

現在の施設配置点に従って再配置を行う場合のいずれも平均通学距離を大幅に短縮できな

いことが分かった. すなわち現状の配置や学区の縛りがある限り, 通学距離を短縮するこ

とが難しいということである. 

しかしその一方で,  第４章より, すべての中学校を再配置可能とし,  学区割の制約を与

えないことにより,  平均通学距離を約 3km 短縮できることも分かっている. 

そこで本章では学区割の制約を与えず, 再配置可能な校数を 1 校のみと制約を与えるこ

とにより, どの程度通学距離を短縮することができるのかを検証していく. また,  再配置

可能な校数と平均通学距離の関係についても実験を行う.  

 

表 9. 各章での最適解の比較 

 

 

8.1  定数・変数の定義 

定数の定義は以下のとおりである。 

 𝑖 

𝐼 

𝑗 

𝐽 

𝑛 

𝑁 

d𝑖𝑗 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

: 

生徒の居住対象メッシュ 

生徒の居住対象メッシュの集合 

施設の配置対象メッシュ 

施設の配置対象メッシュの集合 

現在, 施設が配置されているメッシュ 

現在, 施設が配置されているメッシュの集合 

メッシュ i とメッシュ j との距離 

 p𝑖 

q 

a 

b 

 

 

c 

: 

: 

: 

: 

 

 

: 

メッシュ i に居住する生徒数 

配置対象メッシュの教員数の総和 

対象地域中学校数 

教員 1 人が受け持つ生徒数  

b =
∑ p𝑖𝑖∈𝐼

q
  

再配置可能な中学校数 
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変数の定義は以下のとおりである.  

𝑤 : 総通学距離 

𝑥𝑖𝑗 : メッシュ i からメッシュ j に配置された中学校を利用する生徒数 

 

𝑧𝑗 

 

= {
 1 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置する,

  0 ∶ メッシュ𝑗に施設を配置しない
 

8.2 定式化 

目的関数   

𝑤 = ∑ ∑ d𝑖𝑗

𝑗∈𝐽𝑖∈𝐼

𝑥𝑖𝑗  →  min. 

 
(27) 通学距離の総和の最小化，生徒一人あたりの通学

距離の最小化を表す． 

制約条件   

∑ 𝑧𝑛

𝑛∈𝑁

≥ a − c  
 (28)施設移動数条件：現状と比べて c 個の施設を再配

置可能であることを表す. 

∑ 𝑧𝑗 = a 

𝑗∈𝐽

, 

 (29)総施設数条件 

配置される施設の総数が現在の施設数と同数になるこ

とを表す. 

∑ 𝑥𝑖𝑗 ≤ b

𝑖∈𝐼

  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 

 (30)施設容量条件 

教師の総数により，各中学校には受け持つ生徒数の上

限があるため，生徒数に上限をける． 

∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑗∈𝐽

≥ p𝑖 ∀𝑖 ∈ 𝐼 , 

 (31) 施設利用条件 

すべての生徒にとって利用できる施設があることを表

す． 

𝑥𝑖𝑗 ≥ 0    ∀𝑖 ∈ 𝐼 ,  ∀𝑗 ∈ 𝐽 , 
 

(32)生徒数の非負制約 

𝑧𝑗 ∈ { 0 ,  1 }  ∀𝑗 ∈ 𝐽 . 
 

(33)決定変数の 0-1 制約 
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8.3 実験結果 

8.3.1 再配置可能な校数を 1 校とする場合 

表 10 より, 再配置可能な校数を１校のみとする場合, 現状と比較して平均通学距離を約

2.9km 短縮できた.第４章の実験より, 10 校すべてを再配置可能とする場合は平均通学距離

は約 3.1km ということが分かっているが, 1 校でも同程度に短縮することができた. 

 

表 10：再配置可能な校数を 1 校とした場合の場合と現状との比較 

 

  

現状 実験結果

1人あたりの

平均通学距離（m）
3705.68 786.39

1人あたりの

平均片道通学時間（分）
50.01 10.61

施設配置図

…配置メッシュ　

…再配置メッシュ
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8.3.2 再配置可能な校数を変化させる場合 

表 11 より再配置可能な校数を増やした場合, 平均通学距離は少しずつ改善されていくが, 

再配置可能な校数を 1 校とした場合の平均通学距離と, 2 校目以降の差は 100m 程度であり, 

大幅な改善とは言い難い. 

 

表 11：再配置可能な校数と平均通学距離の関係 

 

 

  

 

  

移動可能中学校数

　　　　　(=ｎ)

1人あたりの

平均通学距離（m）
現状との差（m）

1人あたりの

平均通学時間（分）
現状との差（分）

0 3705.68 - 50.01 -

1 786.39 2919.29 10.61 39.40

2 743.88 2961.80 10.04 39.97

3 714.35 2991.33 9.64 40.37

4 698.18 3007.49 9.42 40.59

5 683.75 3021.93 9.23 40.78

6 670.20 3035.48 9.04 40.96

7 658.32 3047.36 8.88 41.12

8 651.35 3054.33 8.79 41.22

9 650.81 3054.87 8.78 41.23

10 649.20 3056.48 8.76 41.25
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第９章 結論 

本研究では, 通常の最適施設配置問題とは異なり, 学区割を考慮したうえで生徒の平均

通学距離を最短にする施設配置点, 及び学区割を求めることを目的とする最適施設配置を

解いた. 

はじめに, 現状の施設配置点と学区割のすべてを変更することを許す場合, 数値実験に

より, 施設を 8 校移動することで, 平均通学距離を約 3km 短縮できる最適解が求められた. 

続いて, 現在の施設配置点, または学区割のどちらかが一方が固定される場合は 平均通

学距離を約 30m 短縮される結果が最適解であった. すなわち, 平均通学距離を短縮する要

素として, 施設配置点と学区割のどちらも変更することが必要であると分かる. 

最後に, これまでの結果を踏まえて, すべての施設を再配置可能とした場合は平均通学

距離を大幅に短縮できるが, これを実現することは現実から乖離しているため, 再配置可

能とする校数に制約を与えて数値実験を行った.この結果, 施設を 1 校移動するのみで, 平

均通学距離を約 2.9km 短縮できる最適解が求められた. 8 校の移動で約 3km の短縮が最適

解となっていたことと比較すると, この結果は施設の移動費用に対して得られる利益が非

常に大きくなったといえる. 

 本研究では施設の再配置, すなわち施設を新設することを前提として実験を行ったが, 

千葉市では平成 23 年度から現在に至るまでの約 8 年間の間で小中学校合わせて 9 校が統合

されている.そこで, 今後は施設の新設のみではなく, 統合も前提に加えることにより現実

に近づけた施設配置を行うことができ, 本研究の有用性が高くなるといえるだろう. 
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